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特 別 欄  

環境保全の推進およびわが国海運の競争力強化を目指して
――当協会第６１回通常総会の模様――

当協会は、平成２０年�月１８日、海運ビル�階ホールにおいて第６１回通常総会を開催した。当日

は国土交通省�春成海事局長（当時）より来賓挨拶をいただいた後、議事に入り、平成２０年度事

業計画および収支予算を原案どおり承認するとともに、第６１回通常総会決議を全会一致で採択し、

「環境保全の推進」をはじめ、今年度、当協会が力を入れて取り組む課題を明確にした。

また、杉山副会長の辞任に伴い、松山行宏氏（新日本石油タンカー代表取締役社長）を新たに

副会長に選任するとともに、萬治隆生氏（国際船員労務協会会長）を副会長に選任（追加）した。

（総務部：大森）

▲第６１回通常総会の模様

日本船主協会 第６１回通常総会
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第６１回通常総会決議

四面を海に囲まれ資源の乏しいわが国において、

海運は国民生活・経済を支える上で大きな役割を

担っており、安定的な海上輸送の確保は極めて重

要である。

外航海運は熾烈な国際競争に晒されており、わ

が国の海運企業が諸外国の企業と伍していくため

には国際競争力の確保が必要不可欠である。多く

の先進海運国が導入しているトン数標準税制につ

いては、漸くわが国においても導入されることと

なった。今後同税制が円滑に実施されるよう注視

する。また、平成２１年３月末に期限を迎える船舶

の特別償却制度については、諸外国との競争条件

の均衡化という観点から最低限現行制度が維持さ

れるよう関係方面に強く働きかけていく。

海運業界にとり船舶の安全運航は当然の責務で

ある。わが国海運企業が国民生活に必要不可欠な

物資を今後も安定的に輸送していくため引き続き

その徹底に努める。

環境保全の推進、なかんずく地球温暖化防止対

策については、事業活動の遂行が環境に与える負

荷を認識し一層積極的に取り組む。具体的には、

IMO（国際海事機関）で検討されている外航海運

から排出される GHG（温室効果ガス）の削減につ

いて効果的かつ実効性のある対策が早急に構築さ

れるよう関係当局や関係業界との連携を強化する。

また、顕在化しつつある日本人海技者の質的・

量的不足問題に対処するため、若年層や関係先に

働きかける等して次世代の海技者の確保に努める。

一方、外国人船員へのわが国海技資格付与制度の

国への改善の働きかけを通じて、今後予想される

日本籍外航船の拡充に備える。

内航海運は、市況の長期低迷や船舶燃料油高騰

に加え、船員不足問題が深刻化しているため、こ

れら問題について日本内航海運組合総連合会と連

携し解決に努めていく。

われわれ海運業界は、その目指す課題の実現を

図るため幅広い広報に努めつつ、関係者の理解を

得ながら下記項目の実現をもってわが国海運の発

展を期するものである。

記

�．安全運航の徹底

�．環境保全の推進

�．わが国外航海運の国際競争力の維持・強化

トン数標準税制の円滑な実施

船舶の特別償却制度の維持・改善

必要な政策金融の確保

▲春成海事局長（当時）による来賓挨拶

特 別 欄  
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平成２０年度事業計画
�．主要課題

� 国際海運における地球温暖化防止対策

� トン数標準税制の円滑な実施

� 水先問題への対応

� 人材確保への対応

�．わが国海運の競争力強化

� 平成２１年度税制改正はじめ海運企業関係の

税制改正・財務問題等への対応

� 政策金融の確保等

� 規制改革の推進

�．船員問題への対応

� ILO海事労働条約

� 外国人船員問題

� 国際船舶における日本人船・機長配乗要件

の見直し

� 船員保険

� 外航日本人（海技者）の確保・育成スキーム

� その他

�．環境問題への対応

� 船舶の排ガス規制

� 海洋汚染防止に関する諸問題

� バラスト水排出規制問題

� 船舶からの廃物による汚染防止

� シップ・リサイクル新条約への対応

� 海上災害防止対策

�．国際問題への対応

� 外航船社間協定に対する独禁法適用除外制

度

� アジア船主フォーラム（ASF）

� コンテナ保安対策

�．経済・社会の変化に即した構造改革実現

水先制度改革の実効性の向上

日本籍船運航に係わる海技資格等の承認制度の簡素化

�．国際問題への適切な対応

外航船社間協定に対する独禁法適用除外制度の維持

マラッカ・シンガポール海峡の航行安全問題への適切な対応

テロ・海賊問題等への対策

ASF（アジア船主フォーラム）等からの情報発信

�．内航海運に係る諸問題への対応

船舶の特別償却制度の維持・改善

内航船員不足問題への対応

モーダルシフトの促進

�．船員問題への適切な対応

次世代日本人海技者の確保への対応

ILO（国際労働機関）海事労働条約の国内法整備への対応

国際船員問題への適切な対応

以上決議する。
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� WTO海運自由化交渉等

� 各国海運政策

� 内外関係機関等での活動

�．法務保険問題への対応

� IMO法律委員会への対応

� 国際油濁補償基金

�．港湾問題への対応

� 港湾整備関係

� 交通政策審議会港湾分科会

� 外貿埠頭公社の民営化問題

� 港湾施設の出入管理システム

� 港運関係（FMC Joint Report）

	 輸出入・港湾諸手続きの簡易化

�．船舶の安全性確保

� 新造船の建造基準

� 船体の防食対策

	 貨物の安全な積み付け、運送に関する問題

� 船橋設備および救命設備等に関する問題

� ポート・ステート・コントロール（PSC）

�．船舶の航行安全対策

� マラッカ・シンガポール海峡の航行安全問

題

� 海事保安問題

	 海賊問題

� その他

１０．内航海運に係る問題への対応

１１．調査広報活動の推進

� オピニオンリーダー・マスコミ向け広報

� 一般向け広報

	 会員向け広報

� 海運等に関する統計資料・情報の収集と整

理

前 川 会 長 挨 拶
第６１回総会にあたり、ご挨拶申し上げます。

はじめに、この１年日本船主協会がその直面す

る課題に積極的に取組めたこと、なかでも、トン

数標準税制がわが国に導入されることが決定した

ことはひとえに関係の皆様の積極的なご協力・ご

支援の賜物であると厚く御礼申し上げます。

私が会長に就任する前年の税制大綱において実

質的に導入に近い位置づけとなるまでに大きく一

歩を踏み出した上に築かれた成果でありますが、

会長としてこの歴史的瞬間を迎えられたことは誠

に喜びにたえません。

私は、わが国の海運が国際競争力を持ち続ける

ことが、日本経済ひいては世界経済に資すると考

えております。そして、トン数標準税制の導入は

この大きな一助になるものと確信しております。

一方、国際競争条件の均衡化を図ることにより、

日本籍船・日本人船員（海技者）を増加させ、安

定的な国際海上輸送の確保を図るという国会と政

府からの外航海運業界へのメッセージを真摯に受

け止めておりますし、事業の推進により環境に与

えてしまう負荷については国際社会の一員として

環境保全対策の推進に一層貢献していかなければ

ならないことも肝に銘じております。

したがいまして、本日の総会決議におきまして、

▲前川会長

特 別 欄  
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私どもが取り組むべき課題として列挙した項目の

中でも、次世代日本人海技者の確保への対応とGHG

（温室効果ガス）の効果的かつ実効性のある削減

に向けての関係当局や関係業界との連携強化につ

いては、日本船主協会として本格的に息の長い取

組みを行っていくことを決意いたしました。

それではここで、私が昨年会長に就任して以来

の課題を項目毎に振り返るとともに、今後の取組

みについて説明申し上げます。

第一にトン数標準税制の構築をはじめとするわが

国外航海運の国際競争力の維持・強化です。

トン数標準税制につきましては、衆参両院の国

土交通委員会においてお取りまとめいただいた附

帯決議の考え方に沿い、事業者にとって使い勝手

の良い制度構築がなされるものと期待しておりま

す。より多くの海運会社が同税制を使いこなして、

わが国外航海運の国際競争力の底上げをはかるも

のにしていただきたいと思います。

また、同じく附帯決議にて示していただいた船

舶の特別償却制度につきましては、わが国海運企

業の国際競争力確保のために最低限必要な制度ゆ

え、制度の存続を確実なものにするべく関係方面

に働きかけていきます。

第二に、次世代日本人海技者の確保への取組みを

核とする船員問題への適切な対応を挙げさせてい

ただきます。

昨年６月に国際船舶における外国人承認船員の

就業範囲の指定が船長・機関長に拡大される旨の

通達が発出され、全乗外国人船員の国際船舶の運

航が制度上は可能となりました。また、それと軌

を一にして、官労使により実施されている外航日

本人船員（海技者）確保・育成スキームについて

も、昨年１０月より第１期生の育成が開始されまし

た。私どもは、わが国海運界各方面で顕在化しつ

つある日本人船員・海技者の不足に対処すること

が何よりも大切なことと認識し、新たな組織とし

て「人材確保タスクフォース」を当協会内で立ち

上げ、この問題に本腰を入れていきます。具体的

には、大学�高専�海員学校への志望者拡大に的

を絞った広報活動や、教育機関との連携・支援に

地道に取り組むとともに、船員・海技者の世界に

若者をひきつける環境の整備に努力してまいりま

す。一方で、トン数標準税制導入に伴う日本籍船

増加に対応して、外国人船員に対するわが国海技

資格承認の必要性が急激に高まることに呼応して、

外国人への承認資格の付与制度の改善を働きかけ

て参ります。

第三に、環境保全の推進に積極的に取り組むこと

が、船主協会のこれから非常に大きなテーマとな

っていきます。

昨年度は、NOxおよびSOxの次期規制の枠組み

や具体的規制についての検討が IMO（国際海事機

関）で進められ、当協会は、わが国政府代表団の

一員としてこれに参画し、現実的な規則となるよ

う努めました。現在、IMOでは、２００９年の合意形成

を目指して、船舶から排出される GHGの削減に向

けた議論が活発化しています。この議論に資する

ための様々な協力を当協会はしております。そう

した活動をさらに加速させていくために、環境問

題に対応する新しい組織をつくり、関係当局や関

係業界との連携を強化し、効果的かつ実効性のあ

る対策が早急に構築されるよう努めてまいります。

第四に安全運航に引き続き力を尽くしていきたい

と考えます。

昨年も同様に決議項目の筆頭に挙げましたが、

海上運送の安全を確保するということは船社が存

続していくための大原則です。船体構造基準、貨

物タンクの防食措置をはじめとするさまざまな安
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全基準にかかる国際的な合意に向けた検討への積

極的な参加に努め、加盟各社においても、ハード

・ソフト両面から安全運航対策を徹底してまいり

ます。

また、２００７年９月にマラッカ・シンガポール海

峡の航行安全・環境保全に関する国際的な協力の

枠組みが設定され、沿岸３ヵ国主導の下その具体

化が進められております。当協会は、同海峡の安

全確保を図るため、引き続き、航行援助施設の整

備事業に協力するとともに、多くの海峡利用国・

利用者等が参加する実効ある国際協力体制が形成

されるよう、関係当局等と連携して取り組む所存

です。

第五は経済・社会の変化に即した構造改革の実現

です。

特に水先制度の更なる構造改革は何としても実

現しなければなりません。水先制度は平成１９年４

月施行の改正法により、料金はこの４月から上限

認可制となりました。

私どもが求めていたものは、水先業務運営の透

明性の確保や効率化であり、それを実現するため

の競争原理の導入でした。

しかしながら、根本的なところで競争が起こり

にくい仕組みが温存されたため、競争原理は機能

せず、料金の多様化は一切見られておりません。

これはまさに既得権益による高コスト構造とも

いうべきものであり、わが国港湾の国際競争力の

観点から、船舶交通の安全確保を第一義としなが

らも、市場原理が機能する制度となるよう、引き

続き改革に取り組んでいく所存です。

第六に、国際問題へ適切に対応していきたいと考

えます。

安全運航の項目で申し上げたマラッカ・シンガ

ポール海峡の航行安全問題をはじめ実効ある国際

協調体制の構築がますます重要になってきました。

今月はじめに海南島で開催されたアジア船主フォ

ーラム（ASF）第１７回総会においては、IMOをふ

くむ国際場裡での議論にアジア船主の意見を反映

すべく、アジア各国の船主協会に対し、ASFの意

見を自国政府に明確に提示するよう求めていくこ

ととしました。また、外航船社間協定に対する独

禁法適用除外制度に関わる諸外国の動向について

は、国際海運会議所（ICS）等の国際団体とも連携

して対応して参ります。

最後になりますが、内航海運に係る諸問題への対

応にも力を尽くしていく所存です。

内航海運につきましては、船員が高齢になりつ

つあるため、船員確保対策が喫緊の課題でありま

す。「人材確保タスクフォース」においても、検討

課題として位置づけております。内航燃料油の高

騰問題につきましては、燃料費の上昇が多くの内

航事業者に深刻な影響を及ぼしていることから、

昨年も国土交通大臣および国土交通副大臣に、日

本内航海運組合総連合会、日本長距離フェリー協

会との連名にて、窮状を訴えました。引き続き、

内航部会を中心に、関係各方面に対し支援を要請

するとともに、必要な規制改革や税制等の措置に

つきまして、関係者で対応してまいります。

任期中に仕上げなければならない課題に加え、

息の長い取組みが必要な課題も多く挙げさせてい

ただきました。私と同じ６１周年を迎えた日本船主

協会が更なる発展をするためにどれも避けて通れ

ないものと存じます。全力を尽くしてまいる所存

ですので、引き続き関係者の皆様のご支援とご指

導を賜りますようなにとぞお願い申し上げます。

特 別 欄  
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１

国際会議レポート

実海域を考慮した新造船用のCO２排出設計指標が合意
―IMO温室効果ガス削減対策作業部会の模様について―

国際海事機関（IMO）海洋環境保護委員会（MEPC）

温室効果ガス（GHG）削減対策作業部会の第１回

中間会合が、２００８年６月２３日から６月２７日までの間、

ノルウェー・オスロにおいて開催された。

気候変動枠組み条約京都議定書では、国際海運

については IMOを通じた作業によってGHG排出

量の抑制を追及することとされており、IMOは、

現在、GHG削減対策として、技術的な手法（船舶

のエネルギー効率の改善、代替エネルギーの活用

等）、運航上の手法（減速航行、メンテナンスの徹

底等）および経済的な手法（燃料油課金、排出量

取引等）について検討を進めている。２００９年末に

開催される同条約締約国会議へ報告する必要から

具体策の策定を急いでおり、さらに議論を促進さ

せるため、前回MEPC５７（２００８年３月）において

本中間会合の開催が決定されたものである。

本中間会合の審議概要は以下のとおりである。

１．CO２排出設計指標（design index）

CO２排出設計指標は、１トンの貨物を１マイル

輸送するときのCO２排出量を示すものであり、船

舶の設計・建造段階で、各船の仕様に基づいて付

与される。

国際海運からの GHG削減策としては、技術革新

を促進し、燃費効率のよい船舶の普及を進めるこ

とが実質的な排出削減につながるとの考えから、

MEPC５７において、デンマークおよび日本からCO２

排出設計指標の策定について提案がなされた。デ

ンマーク提案は平水における指標であるのに対し、

日本提案は実海域における波浪、風浪による速力

減少を考慮した実燃費指標となっている。

本中間会合において設計指標の算出方法につい

て審議した結果、両案を併せた形で、実海域を考

慮した要素を取り入れた方法が合意された。また、

設計指標に関しては、トライアル期間が必要との

意見を踏まえ、まずはガイドラインとして運用し、

海運ニュース
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２

その後に規則案を検討する方向が合意された。

設計指標の強制化に関して、適用船舶、指標算

出の義務付け、ベースライン（基準年および基準

値）の決定方法などを盛り込んだ規則の原案がま

とめられた。

なお、中国はこの規則原案への立場を留保した。

２．CO２排出運航指標（operational index）

CO２排出運航指標は、燃料消費量等の船舶の実

際の運航データから計算して得られるものであり、

１トンの貨物を１マイル輸送するときのCO２排出

量を示す。同一船舶であっても、貨物の積載状況

や気象・海象などの状況により変動する。

本中間会合においては、運航指標の目的および

ベースラインの算定方法について検討することと

されていた。わが国より、運航指標は航海の状況

により変動するため、規制のツールとして使用す

るのではなく、事業者等による CO２排出削減策の

効果をモニターする目的に使用するべき旨提案し、

多くの国より支持を受けた。一方、IMO事務局よ

り運航指標の報告を強制化する提案が提出されて

いたが、審議の結果、強制はせず自主的な活用を

促すことが合意された。

また、運航指標を算出するための暫定ガイドラ

インについては、これまでMEPCで各国等から表

明されたコメントをもとに、次回MEPC５８におい

て検討、最終化される予定である。

３．経済的手法

市場メカニズムを活用した経済的な手法による

GHG削減対策について、デンマークから、国際航

海に従事する船舶の使用する燃料油に一定額を課

金しそれをGHG対策に活用する制度の提案が本中

間会合に提出されていた。また、欧州委員会、ノ

ルウェー、フランス、ドイツ等から、国際海運に

特化した排出量取引制度に関する提案も合わせて

提出されていた。

これに対して、中国、インド、ブラジル、サウ

ジアラビア、南アフリカ等の途上国は、気候変動

枠組み条約における「共通だが差異ある責任」の

原則に影響を及ぼすとして、これら経済的手法の

検討に強く反対し、進展ないまま審議は終了した。

なお、燃料油課金に関しては、国際的な税制導

入の法的問題、課金の徴収体制や基金管理などの

問題が指摘され、特に同制度をサポートする意見

もなかった。また、排出量取引に関していくつか

の案が示されたが、議長より、各提案者が協調し

てこれらを整理し、次回MEPC５８へ提案するよう

要請があった。

４．ベストプラクティス

船舶所有者、運航者等が自主的に実行するため

のCO２排出削減方法（ベストプラクティス）の作

成について審議し、減速航行、メンテナンスの最

適化などを盛り込んだ草案を作成した。

なお、国際海運会議所（ICS）等関係団体により

作成されるベストプラクティスが次回MEPC５８に

提出されることとなっており、それも合わせ引き

続き検討される予定である。

（海務部：斎藤）

ASFの意見を自国政府に明確に伝えることを再確認
―第１７回アジア船主フォーラム総会がボアオ（中国・海南島）で開催―

第１７回アジア船主フォーラム（ASF）総会が、

２００８年６月３日に中国船主協会の主催により、中

国（海南島）のボアオで開催された。同総会には、

アジア７地域、１２船協（日本、韓国、中国、台湾、

香港、ASEAN（インドネシア、マレーシア、フィ

リピン、シンガポール、タイ、ベトナム、豪州）

から１３２名の代表が出席。当協会からは前川会長、

宮原・芦田・杉山・飯塚各副会長を含む１４名が参
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加した。（【資料１】参照）

ASFは、１９９２年に第１回総会を当協会主催で開催

して以来、メンバー国�地域の船主協会が北から

南の順で議長を持ち回りしながら毎年総会を開催

しており、毎年の年次総会の間に５つの“Ｓ”委員

会（シッピング・エコノミックス・レビュー、シッ

プ・リサイクリング、船員、航行安全および環境、

保険・法務）が夫々の中間会合を開催している。

１．第１７回ASF総会

第１７回 ASF総会では、まず各５－Ｓ委員会が個

別会合を開催し、全体会合で各委員長が報告する

内容の最終確認等を行った。

全体会合では、議事に先立ち、２００８年５月の中

国・四川大地震およびミャンマー・サイクロンの

犠牲者に黙祷が捧げられ、引き続き、Xu Zuyuan

中国交通運輸省副大臣の来賓挨拶、Wei Jiafu中国

船主協会会長およびWang Cheng ASF事務局長に

よる挨拶があった。

その後、５－Ｓ委員会の各委員長から１年間の

主な活動報告があり、最近の諸問題について率直

かつ活発な意見交換が行われた。全体会合での議

論を踏まえ、同会合終了後に開催された共同声明

完成・採択会議では、共同声明（【資料２】）が採

択された。同共同声明の前文においては、当協会

の提案により、アジア船主の意見を IMO等の国際

会議での議論に反映すべく、ASF加盟の船主協会

に対し、ASFの意見を自国政府に明確に提示する

よう求めることが再確認されている。

共同声明・採択会議直後には、ASFメンバー船

協会長�各５－Ｓ委員会委員長と国際海運団体で

組織するラウンド・テーブル（ICS�ISF、BIMCO、

INTERTANKO、INTERCARGO）および Re CAAP

（アジア海賊対策地域協力協定）との対話会合が

開催され、活発な意見交換が行われた。

次回第１８回総会は、２００９年５月に台湾船主協会

の主催で台南（台湾）で開催される予定である。

２．第３回ASF会長会議

今次 ASF総会の前日の６月２日に、ASFメンバ

ー船協会長で構成する「会長会議」の第３回会合

が開催され、初代ASF事務局長の実績評価等が行

われた。ASF常設事務局については、２００７年５月

の第１６回釜山総会において、同事務局をシンガポ

ールに設置することが合意されるとともに、同事

務局を監督するための組織として「会長会議」が

立ち上げられ、第１６回総会と同日に開催された第

１回会長会議において、０７年６月末までに ASF

メンバー船協からの事務局長推薦を受け付け、第

２回会長会議で同事務局長を選任することが確認

された。その後、同年７月の第２回会長会議で中

国のWang Cheng氏（COSCO出身）が初代 ASF

事務局長に選任され、事務局設立後一定の試用期

間を経て、第３回会長会議で同事務局長の業務評

価を行うこととされた。第３回会長会議において

は、常設事務局が業務を開始した０７年１０月からの

ASF事務局長の業務評価が行われ、Wang氏の試用

期間を解くことが確認されるとともに、今後のASF

の活動として、ASF会則の作成および IMOにおけ

るNGOステータス取得について、その実現性を検

討するためのワーキンググループを設置すること

等が合意された。 （企画部：本澤）

【資料１】

第１７回アジア船主フォーラム（ASF）ボアオ総会 日本側出席者

２００８年６月３日 於：ボアオ（中国・海南島）

氏 名 役職名（船協�会社）

前川 弘幸 日本船主協会 会長（川崎汽船社長）
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宮原 耕治 日本船主協会 副会長（日本郵船社長）

芦田 昭充 日本船主協会 副会長（商船三井社長）

杉山 暎一 日本船主協会 副会長（新日本石油タンカー社長）

飯塚 孜 日本船主協会 副会長

薬師寺正和 商船三井 副社長

高橋 秀幸 日本船主協会 国際幹事会幹事（新日本石油タンカー 取締役業務部長）

佐々木真己 川崎汽船 執行役員

阿曽 智孝 日本郵船 社長秘書

中本 光夫 日本船主協会 理事長

半田 收 日本船主協会 常務理事・海務部長

園田 裕一 日本船主協会 常務理事・企画部長

山脇 俊介 日本船主協会 海務部労政担当リーダー

本澤 健司 日本船主協会 企画部係長

【資料２】 ２００８年６月３日

第１７回アジア船主フォーラム

共同声明

第１７回アジア船主フォーラム（ASF）は、２００８年６月２日～４日、中国（海南島）のボアオで開催され

た。会合には、豪州、中国、台湾、香港、日本、韓国、アセアン（アセアン船主協会連合（FASA）：イ

ンドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの船主協会により構成）の各船

主協会代表１３２名が出席した。中国船主協会の会長であるWei Jiafu氏が会合の議長を務めた。同会合終了

後に、ラウンドテーブルを構成する国際海運団体（ICS、BIMCO、INTERTANKO、INTERCARGO）の事

務局長との意見交換が行われた。

会合の冒頭、出席者は２００８年５月の中国・四川省大地震およびミャンマー・サイクロンの犠牲者に黙

祷を捧げた。ASFメンバーの各国船主協会は、自らの加盟船社に対し、被害者救済のために支援および

貢献すべく最大限可能な努力を行うよう奨励することに合意した。

アジア船主は、世界海運の全ての面で大きな役割を果たしている。ASFは、海運業界におけるその立

場の強化・向上のために、世界海運に影響を及ぼす重要な事項について、アジアの船主が、国際社会に

対し自らの意見を協調かつ合意に基づく方法でさらに一層表明しなければならないことに一致した。ASF

はまた、アジア船主の意見を IMOを含む国際場裡での議論に反映すべく、その加盟船主協会に対し、ASF

の意見を自国政府に明確に提示するよう求めることを再確認した。

昨年の第１６回 ASF総会において、出席者は ASFの常設事務局をシンガポールに設置することに合意す

るとともに、同事務局規定を採択した。同規定に基づき、（ASFメンバー船協会長による）会長会議が組

織され、同会議に初代 ASF事務局長を２００７年７月に選任・指名する権限が付与されるとともに、同年１０

月に常設事務局が設置された。

ASFは、５つの“Ｓ”委員会を通じ、積極的かつ効率的な方法で主要案件に対応してきた。会合で強調
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された主要案件に関する各委員会の見解と取り組みの概要は以下の通りである。

シッピング・エコノミックス・レビュー委員会（SERC）

ASFは、第２０回 SERC中間会合が２００７年１１月２１日に台北で開催されたことに留意した。同委員会委員

長である芦田昭充氏は、その報告の中で以下の点を強調した。

世界経済

会合は、米国のサブプライムローンによる混乱を誘因とする不確実性が、世界経済に広がっているこ

とに留意した。出席者は、現実的な市場展望に基づかない（過剰）反応を慎しみ、世界経済の動向を注

意深く見守るよう要請された。

ドライバルク�タンカー部門

ドライバルク部門については、特に中国の鉄鉱石輸入の激増による荷動き量の大幅増加などを要因と

して、前例のないほどに高水準にあることが報告された。出席者は、近い将来に市況に悪影響を及ぼし

得る経済要因が現れる可能性は低いものと思われるとの見解で一致した。タンカー部門については、原

油価額の高騰と米国のエネルギー需要の低迷により、市況は２００７年通年では弱含みで推移したが今年初

めから急騰を見せたことが留意された。

定期船部門の現状

太平洋トレードについては、２００７年上半期における全体の貨物量は前年比約７％増加を示し、同年下

半期のトレードは、主に住宅関連貨物の低迷によってマイナス成長を示した。その結果、通年のトレー

ド成長率は１％増となった。アジア域内トレードに関しては、東・西アジアにおける荷動きの伸びによ

り、市況は堅調な成長を維持した。

出席者は、上記航路における定期船市況の現在の運賃水準では、特に燃料コストや港湾混雑といった

劇的なコスト増を補填し、過去の投資を回収し、ならびに将来必要となる投資を促進するのに不十分で

あるという重大な懸念を表明した。会合では、各顧客から求められている効率的なサービス水準を維持

するためには、アジアコンテナ船社の CEOは、これら問題に対処する必要があることが強調された。

定期船海運に対する独禁法適用除外制度

アジアの様々な国および EUにおいて、外航船社間協定（特に船腹共有協定および運賃協議協定）に対

する独禁法適用除外制度の見直しが行われていることが留意された。出席者は、特にインドにおける不

確実な状況に対し重大な懸念を表明した。SERCメンバーは、上記の国の関係者が健全な国際定期船海運

のためには適用除外制度が重要であることを正しく理解するよう支援するため、必要とされる行動をと

るべきことに合意した。

その他

出席者は、米国向けの全てのコンテナについて、２０１２年７月までに外国の積出し港で１００％のセキュリ
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ティー・スキャニングを実施するよう求める同国の要件は、全コンテナを船積み前にスキャニングする

ことの実行可能性および検査装置の入手可能性など多大な実施上の疑問を投げかけるものである、との

懸念を表明した。

上記の項目は、前回の SERC台北中間会合における報告と現状に関連して留意されたが、出席者は、

世界経済の減速および継続的な燃料油高騰などの最近の問題に対しても柔軟に対応する必要があること

を再確認した。

シップ・リサイクリング委員会（SRC）

ASFは、SRC第１１回中間会合が２００８年３月１０日にインドネシア・ジャカルタで開催されたことに留意

した。同委員会の委員長である Arnold Wang氏は、報告の中で次の点について強調した。

シップリサイクルに関する取り組み

ASFは、IMO海洋環境保護委員会（MEPC）で検討中のシップリサイクル条約および同条約の下で必

要なガイドラインの最近の検討状況について集中的に議論を行った。安全かつ環境上適切なシップリサ

イクルは、シップリサイクル施設、船主、造船所、舶用業者および関係国政府など全ての関係者が協調

努力しつつ積極的に追求すべきものであることを確認した。船舶のシップリサイクル施設への円滑な移

動を実施するためには、複雑でないシップリサイクル手続きが策定されるべきである。

環境に関する懸案事項

ASFは、有害物質インベントリ（一覧表）作成に関するガイドライン案に従い、日本政府が船舶のイ

ンベントリ作成実験を実施中であることに留意した。同実験の結果に基づいて修正されたインベントリ

・ガイドライン案がMEPC５８に提出されることとなる。ASFは、有害物質のインベントリに関する共通

の様式を作成することの高い重要性を認識すると同時に、インベントリの作成には、船主がその作成に

あたっての十分な情報資源と専門知識を有しないことから、船舶の建造や設備に関する専門的な知識を

有する政府、船級協会、造船所、舶用業者の全面的な関与が必要であることを確認した。また ASFは、

主としてシップリサイクル施設の管理、運営、監査および第三者認証を扱う ISO３００００シリーズの規格が、

シップリサイクル条約とそのガイドラインの作成に関する IMOの活動と重複していることに懸念を表明

した。シップリサイクル施設に関する同 ISO規格は、同条約案と付属のガイドラインと同じ分野にわた

っている。このため ASFは、シップリサイクル施設やシップリサイクル国などの関係者が、基礎となる

文書としてどの規格�ガイダンス�ガイドラインを参照するべきなのか混乱と疑問を持つ怖れがあるダ

ブルスタンダードは避けるべきであるということに合意した。

安全かつ環境上適正な船舶のリサイクルのための国際条約

ASFはシップリサイクル条約の今後の検討に関する作業計画に留意した。同計画では条約最終案が２００８

年１０月に香港で開催されるMEPC５８に提出され、条約採択のための外交会議開催が２００９年５月に予定さ

れている。アジア船主は国際海運業界の主要な関係者として、より安全かつ環境上適切なシップリサイ

クルを船主が推進するための方策について引き続き議論していくことを確認した。
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船員委員会（SC）

第１３回 SC中間会合が２００７年１２月６日中国・舟山で開催された。同委員会委員長のリ・シャンミン氏は

第１７回 ASF総会への報告書において次以下の点を強調した。

船員の募集および訓練

ASFは、船員獲得の為の激しい競争を引き起こし、船員の雇用市場に船員の引き抜き合戦を含む歪み

をきたした、アジア地域の船員雇用市場の需給の不均衡について深い懸念を示した。ASFは、こうした

競争は、現在の船員不足への解決策を見出すことにつながらず、また、船主は船員数の増加や船員の資

質向上のために、若者が船員に職業としてつくことを奨励し、彼らの発展を支援する為に努力を傾注す

べきと考えた。出席者は、より多くの若者が船員になるよう誘導する政府及び海運会社の奨励制度が多

くの国で設けられており、大部分のメンバーの国や地域において、船員数が昨年と比較して増加したこ

とについて謝意を持って留意した。

STCW９５条約の見直し

ASFは、IMOにおける STCW条約の包括的な見直しの進捗状況について留意し、STW小委員会WG

の尽力を高く評価した。世界の船員の大多数が当地域から供給され、かつ雇用されていることから、ASF

は STCW９５の施行に際しての自らの経験に基づき、かつ将来の IMO会議で、自らの政府と共同して活動

することを以って、この見直しが体系的でかつ組織的に行われるとともに当地域の海運業界と政府の利

益が最大限に反映されるよう、見直しに積極的に参加し貢献するように ASFメンバーに奨励した。

２００６年 ILO海事労働条約

ASFは、ILOの海事労働条約を促進する努力について留意し、ハイレベル三者調査団が各国�地域を訪

れた際に ASFメンバーが必要な援助を提供したことを評価した。ASFは、ILO海事労働条約の最終的な

批准に向けての進捗状況および同条約が遅くとも２０１０年ないし２０１１年に発効するという予測について喜び

を持って留意した。ASFメンバーは、各国政府の同条約の早期批准を奨励していくことに同意した。

航行安全および環境委員会（SNEC）

SNEC委員長 S. S. Teo氏より、２００７年１１月３０日バンコクにおいて開催された SNEC第１４回中間会合で

の議論を踏まえ、航行安全および海洋環境保護の問題に関する最近の状況について報告があり、以下の

問題について討議された。

海賊および武装強盗

ASFは、２００７年から２００８年第１四半期にかけて、世界各地域の海賊および武装強盗事件が増加してい

ることに留意した。この増加は、ソマリアおよびナイジェリアにおける発生件数が顕著に増加したこと

に大きく起因している。アフリカ地域は現在、世界総数の５０％以上を占め、世界で最も危険な地域にラ

ンクされている。
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ASFは、アジア水域における海賊事件が２００７年に著しく減少したことに留意した。さらに会合は、イ

ンドネシア、マレーシア、シンガポールの沿岸３カ国による空軍�海軍合同による継続的なパトロール、

および海賊発生傾向にある海域を航行する船舶が実施する監視・予防策の増加により、東南アジアの海

賊事件は概ね抑止されていることに留意し、これを歓迎した。

会合は、海賊発生海域－特にソマリアおよびナイジェリア－を航行する際は常時警戒するよう、全て

の船舶へ注意喚起した。

長距離船舶識別装置（LRIT）

ASFは、IMOにおいて LRITの実施に関するいくつかの重要事項が決定されたこと、および LRITに関

する規則が２００８年１月１日に発効し、同年１２月３１日に施行されることに留意した。

LRITシステムの下、各船舶は LRIT情報を送信するためのデータセンターとの連携が求められる。そ

うしたことから、旗国には、NDC（国内データセンター）または RDC（地域データセンター）を設置す

べきかどうかを決定することが求められる。いくつかの旗国がグループとなって設置する CDC（協同デ

ータセンター）のような代替措置もまた可能であることが留意された。

SNECは、旗国が自身のデータセンターを設置しない場合、船主に影響を及ぼす可能性があることに十

分自覚する必要があることを会合において強調した。このような状況の下、旗国は、他国政府または民

間企業を通じ、既存データセンターと連携することを模索しなければならないであろう。これが不調に

終わった場合、船主自身が、国または民間のサービス提供者と連携して解決策を模索しなければならな

い。この場合、データ送信費用は船主負担となる可能性もある。

これを踏まえ ASFは、全ての船主に対し、LRIT規則の下での義務が確実に満足されることを確保する

ため、それぞれの旗国の主管庁と直接に連絡を保つよう強く要請した。

MARPOL条約附属書Ⅵの見直し―大気汚染防止

ASFは、IMO第５７回海洋環境保護委員会（MEPC５７）が燃料油中の硫黄分の上限規制について合意し

たことに留意した。同規制は、２００８年１０月に開催されるMEPC５８において採択に向け審議されることと

なっている。

ASFは、同規制の設定された基準が最終目標であり仕様的でないこと、時間をかけて実施されるもの

で、必要な調整や改造を行う時間を全ての関係者に与えていることについて評価した。明確に定義され

た短期的・長期的目標により、さらなる技術革新が奨励・促進され、実行的かつ全体的な排出削減技術

および他の代替策につながることが期待される。

ASFは、全ての関係者がMARPOL条約附属書Ⅵ規則改正案への合意に達したことについて、MEPC

を評価するとともに、大気・海洋環境保護のために率先して行っている種々のことに関し、アジア船主

の声を上げていくことの強い責任を再確認した。

温室効果ガスの削減

SNECは、温室効果ガス（GHG）－特に二酸化炭素（CO２）の排出に関し、IMOは緊急に取り組む必要

があることを報告した。
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ASFはさらに、２００８年６月２３日～２７日の間、オスロにおいて IMO GHG中間会合が開催され、GHG

削減に関する技術的および運用上の手法、さらには市場原理に基づく手法について議論されることに留

意した。多くの短期的、長期的対策のうち、CO２排出ベースラインの設定方法、CO２設計指標およびデ

ンマークによる世界的規模のバンカー課徴金スキーム提案や CO２排出量取引など、の市場原理に基づく

対策について検討が進められる。

会合は、世界の海上荷動き量が将来的に拡大することを考慮し、海運業界にとって適切な GHG削減対

策が構築されるよう IMOに求める。

水先人・能力の不足および責任

海上輸送事業において、責任ある船主の多くは、自らの船長に対し航行安全に関する高い基準を採用

し実行している。しかしながら、ASFは、水先人乗船中における海難が増加傾向にあることに懸念を示

した。最近、この問題は、資格のある人材の深刻な不足により複雑になってきている。

水先人は、乗船中の船舶において操船チームの重要な構成員である。それは、水先人が、港内および

水路の操船を船長にアドバイスする際の意思決定の過程で重要な役割を担っているからである。不幸に

も海難が発生した場合、通常、水先人はアドバイザーとして見なされ、多くの場合責任を負わない。

会合は、船舶の操船において、水先もまた人的要因と見ることができる部分であり、それ故に、操船

チームへ与えられるアドバイス�決定において、水先が人的要因やヒューマンエラーのリスクに影響さ

れやすいものと考えている。さらに会合は、水先人の基準や訓練において IMO決議Ａ．９６０（２３）（水先

人のための訓練・証明および運用手順に関する勧告）が厳守されるべきことに同意した。

ASFは、水先人の過失および水先人の資格証明�説明責任の問題について、IMOにおいて真剣に検討

されることが急務であると考えている。

船舶保険・法務委員会（SILC）

ASFは、SILC第１３回中間会合が、２００８年４月８日、香港において開催されたことに留意した。欠席の

ジョージ・チャオ委員長に代わり、本委員会事務局が報告のなかで次の問題に焦点をあてた。

UNCITRAL国際海上物品運送法条約草案

会合は、今年１月に UNCITRAL（国連国際商取引法委員会）作業部会で合意された新たな国際海上物

品運送法条約の草案に留意し、ICS、BIMCOおよび国際 P&Iグループがここ数年間に亘り海運業界を代

表して困難かつ緻密な作業を行ってきたことに深く感謝の意を表明した。

同草案は、今年６月、７月に開催される第４１回 UNCITRALで更に審議が行われることとなっており、

そこで更に改正される可能性も残っている。出席者は、第６１条の責任レベルに関する本委員会の懸念に

留意した。同責任レベルは、ヘーグ・ヴィスビー・ルールやハンブルグ・ルールのレベルを上回り、過

去のクレイム・レコードの検証から正当化された理由ではなく、全く別の理由から合意されたように見

うけられる。本委員会では、この責任制限の提案は、一部の国、とりわけアジアの国にとっては条約批

准への障害となる惧れがあると見ている。
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HNS条約

危険物質及び有害物質の海上輸送に関連する損害についての責任並びに損害賠償及び補償に関する国

際条約（HNS条約）は１９９６年に IMOで採択されたが、批准国数が発効要件に達していないため未だ発効

されていない。会合は、同条約への関心が低かった理由、ならびに懸念を多少なりとも解決しかつ批准

を促進することを目的に、国際油濁補償基金総会の下に設置されたHNS Focus Groupにより条約改正の

議定書案が作成されたことに留意した。

出席者は、同条約の早期批准が海運業界の関心事であること、および上記解決策が国際的な制度であ

り、かつ船主と貨物関係者との責任分担の原則が弱められないことを条件に議定書案を支持することに

合意した。

バンカー条約

燃料油による汚染損害についての民事責任に関する国際条約（バンカー条約）が２００８年１１月２１日に発効

する。同日以降、条約締約国に登録、または締約国の港に入出港する１，０００G�T以上の船舶は、締約国

が発行する金銭的保証の証書を備え付けなければならない。

証書を必要とする船舶の数は非常に膨大であるが、条約を批准しているのは２０カ国にすぎないため、

出席者は、締約国と国際 P&Iグループ双方に対し、締約国で貿易を行う船舶へ関連証書を発行する必要

性について早急に取り組むことを促した。

JWCの危険区域リスト

ASFは、Joint War Committee（JWC）が船舶戦争保険の除外水域リストの見直しを行い、２００８年５月

２日付でリストの改正を公表したことに留意した。会合は、同リストにあるアジアの複数の水域で船舶

に対する襲撃が減少していること、およびセキュリティの向上が図られたことを考慮し、JWCに対し、

そうした水域を継続的にリストに入れることを再考するよう求めるものである。

この関係で、ASFは JWCに対して、リストを改正するにあたっては、定期的に業界の代表と会合を開

き、可能であれば、業界と対話することを改めて要請した。

次回会合

第１８回 ASF会合は、２００９年５月２５～２７日に台南のエバーグリーン・プラザ・ホテルで開催される。

出席者は、中国・ボアオにおける第１７回 ASF会合での卓越した運営に対し、中国船協会長ならびにそ

のスタッフに謝意を表した。

以 上

注：アジア船主フォーラム（ASF）は、豪州・中国・台湾・香港・日本・韓国の船主協会、およびアセアン諸国の海運団体

で構成されるアセアン船主協会連合から成る任意組織である。ASFの目的は、アジア船主業界の利益を促進すること

である。ASF年次総会の間には、５つのＳ（５－Ｓ）委員会（シッピング・エコノミックス・レビュー、船員、シッ

プ・リサイクリング、航行安全および環境、船舶保険・法務委員会）により継続した作業が遂行されている。ASF

の船主および船舶管理者は、世界商船船腹の５０％近くを支配・運航していると推定されている。
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３ HNS条約改正、LNG会計拠出者についてコンセンサスができず
―１９９２年国際油濁補償基金第１３回臨時総会等の模様―

１９９２年国際油濁補償基金第１３回臨時総会等が２００８

年６月２３日から２７日にかけてロンドンの IMO本部

で開催され、９２年基金の事故処理案件の他、HNS

条約の改正、および油輸送のクオリティーシッピ

ング推進等について審議された。

１．HNSフォーカス・グループ

HNS条約は、危険物質及び有害物質の海上輸送

から生ずる損害について、船主責任および貨物受

取人等により形成される HNS基金の２層による損

害賠償を規定したもので、CLC条約と FC条約がタ

ンカーによる汚染損害をカバーしているのに対し、

HNS条約はHNS貨物を運ぶ船舶による汚染損害に

加えて火災・爆発等もカバーしている。

本条約は１９９６年に IMOで採択された後、条約批

准促進に向け様々な取組みがなされてきたが発効

には至っていなかった。こうしたなか２００７年１０月

に開催された国際油濁補償基金（IOPC基金）総会

において「HNSフォーカス・グループ」を IOPC

基金総会の下に設置して条約批准の妨げとなって

いる三つの問題点を検討し、条約改正のための議

定書を作成することが決定された。

今次の第２回会合では、本年３月の初会合に引

き続き夫々の問題点について提出された提案文書

について審議が行われた。

� 受取人の定義

前回会合において、梱包貨物（Packaged Goods）

の最終的な受取人の把握が困難な問題について

審議が行われた結果、梱包貨物を HNS基金への

拠出貨物から除外し、代わりにバルク貨物受取

人が基金への拠出を行う一方で、この追加負担

分を減じるために梱包貨物に限り船主責任限度

額を引き上げる（引き上げ幅は今後の議論）と

する提案が多くの国の支持を得た。

今次会合では、ドイツおよび欧州化学工業連

盟（CEFIC）より、バルク貨物受取人が本来関係

のない梱包貨物の損害に対し拠出金を支払うこ

とに異議を唱え、梱包貨物については貨物受取

人による基金を無くし、船主責任のみとするこ

とが夫々提案された。

両提案については、関係者による責任分担の原

則および２層による補償システムの維持が重要

であるとの理由などから殆どの国が反対した結

果、提案は採用されなかった。

� LNG会計への年次拠出

前回会合において、基金拠出者が締約国にい

ない場合に拠出金が徴収できない問題について

審議が行われた結果、他の会計と同様にLNG会

計の拠出者を荷揚げ直前の権原者（Title Holder）

から受取人に変更する提案が、日本をはじめと

する LNG輸入国を中心に強い反対があったもの

の、問題への現実的な解決策であるとして多く

の国の支持を得た。

前回の議論を受け今次会合では、日本・イタ

リア・韓国の３カ国より、妥協的な解決策とし

て、拠出者は従来の条約どおり権限者としつつ、

権原者が非締約国に居るため権原者より拠出金

が得られない場合には受取人が拠出を行うとす

ることが提案されたほか、シンガポール、国際

LNG輸入者協会（GIIGNL）からも夫々類似の提

案があった。

これら提案に関する審議では、提案を支持す

る国と、シンプルかつ実効が容易なことなどを

理由に“受取人”を拠出者とすることを支持す

る国との間で見解が大きく分かれ最後まで両者

の溝は埋まらなかった。

こうした審議の結果、“受取人”を支持する国

が幾分多かったことから現行通り維持すること
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が決定されたが、議長は総括の中で、改正を支

持する国もかなりの数にのぼり、互いの相違点

がテキストの起草の仕方ではなく、政治的、経

済的、かつ政策的な性質によるものであるため、

コンセンサスを得るためには更なる努力が必要

であると結論づけた。こうしたなか、マレーシ

アから非公式なコレスポンデンス・グループを

コーディネートするとの申し出があり、本年１０

月の IMO法律委員会に向けて、両者の溝を埋め

るべく調整が進められることとなった。

� その他

HNS物質の定義について、関連する各コード

および条約の改正に伴い、HNS条約でも編集上

の改正を行うことが了承された。また、最終規

定（署名、批准、受諾、承認および加入）につ

いて、議定書への同意表明に関する法的解釈の

対立を回避するための改正が了承された。

２．油輸送のクオリティーシッピング推進のため

の作業部会

本作業部会では、技術面以外からの油輸送のク

オリティーシッピング推進を検討しており、２００８

年１０月の IOPC基金総会までに結論を出すこととさ

れている。

今次会合では、作業部会議長がこれまでの活動

を総括したレポートに言及し、これまでの４回に

わたる会合で、CLC証書発行における共通基準、

保険者間の情報共有と法律の壁、クオリティシッ

ピング推進のための産業界関係者間の協調関係の

改善、について検討を重ねた結果、IOPC基金総会

から作業部会に委託された事項について十分に探

究がなされたと結論づけ、これをもって作業部会

の活動を終えることを勧告した。同勧告には各国

からも支持が表明されたことから作業部会の終了

が決定した。

なお、作業部会は今回の議論も含め、本年１０月

開催の IOPC基金総会へ最終的な報告が行われる。

３．国際油濁補償基金総会および理事会

１９９２年 IOPC基金総会および理事会の主な案件に

ついては以下の通り。

� バンカー条約

「燃料油による汚染損害についての民事責任に

関する国際条約（バンカー条約）」が本年１１月２１

日に発効を迎えるが、これによりタンカーを除

く締約国の籍船および締約国に寄港する船舶

（１，０００G�T以上）は、条約に従った金銭的保証

（保険）を有することを証明するため締約国が

発効する証書を保持することが義務付けられる。

国際 P&Iグループ（IG）は、証書を必要とす

る膨大な数の船舶が容易に証書を取得できるよ

う締約国に柔軟なアプローチを取るよう促した。

� Hebei Spirit

２００７年１２月に韓国西岸で発生したHebei Spirit

号の事故について、本年３月の理事会で基金か

らの仮払い率を６０％にすることが合意されたが、

その後、被害総額が予想を上回ることが報告さ

れ、審議の結果、仮払い率が３５％に引き下げら

れた。

� 昭星丸

２００６年１１月に瀬戸内海で韓国の貨物船と衝突

した昭星丸の事故について、基金事務局より進

捗状況について報告があった。また、昭星丸が

STOPIA＊の意思に加盟していなかったことに関

連して、英国より STOPIA加盟状況について IG

へ照会があった。

IGからは、日本の内航タンカー６０２隻が未加盟

であるが、Japan P&Iのキャンペーンにより加盟

隻数は増加しているとの返答があった。

（企画部：伊藤）

＊小型タンカー船主は１事故につき２，０００万 SDRまで支払
う旨、基金と契約するとの一種の国際約束（Small Tanker
Oil Pollution Indemnification Agreement : STOPIA）
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４
シップリサイクル新条約の管理・執行レベルの同等性
評価作業へ向けた決定が合意
―バーゼル条約第�回締約国会議（COP�）の模様―

シップリサイクルについては、２００５年１２月の IMO

第２４回総会において、２００９年までにシップリサイ

クル新条約を策定する旨が合意され、現在も IMO

で策定作業が進められている。

一方、国連環境計画（UNEP）による「有害廃棄

物の国境を越える移動及びその処分の規制に関す

るバーゼル条約」（以下、バーゼル条約）において

は、２００４年１０月の第７回締約国会議（COP７）以

降、IMO新条約がバーゼル条約と同等の管理と執

行のレベルを確保することを目指して検討が行わ

れてきた。

今般、２００８年６月２３日から２７日にかけ、インド

ネシア・バリ島においてバーゼル条約第９回締約

国会議（COP９）が開催され、環境上適正な船舶

の解撤が主要議題の一つとして審議された。その

概要は次の通りである。

１．全体委員会（Committee of the Whole＝COW）

における審議

２００６年１１月のバーゼル条約 COP８において、船

舶の解撤の環境上適正な管理に関する決定Ⅷ�１１

が策定されている。

今次会合では同決定に基づき、IMOシップリサ

イクル新条約がバーゼル条約との二重規制を避け

つつ、バーゼル条約と同等の管理レベルの環境に

配慮した安全な条約となるよう、協議グループ

（Contact Group＝CG）を設置して新たな決定（de-

cision）を作成し、これをもとに次回のバーゼル条

約公開作業部会（Open�ended Working Group＝

OEWG）で作業を行ってはどうかとの提案が、バ

ーゼル条約事務局よりなされた。

審議の結果、CGを設置することが合意されたた

め、議長より、英国の Roy Watkinson氏を議長と

する CGにおいて新たな決定に関する検討を行い、

COWにその結果を報告するよう要請がなされた。

２．船舶解撤に関するCGにおける審議

審議の過程では、主として EU（代表して仏が発

言）、インド、中国等が多くの発言をしたが、これ

らは OEWGに要請する事項の修正に関する内容で

あり、IMOシップリサイクル新条約そのものを否

定する発言はなかった。一方、環境派 NGOからは、

リサイクル新条約とバーゼル条約の同等性につい

て批判的な発言があったものの、これに賛同する

意見はほとんど無かった。

審議の結果、次を骨子とする決定案が合意された。

�次回 OEWGに次のことを要請する。

－採択された IMOリサイクル条約がバーゼ

ル条約と同等レベルにあるかどうかの予

備評価を行う。

－要すれば、�船舶および外航海運の特性、
�バーゼル条約およびその関連決議、�
バーゼル締約国から提出されたコメント

を考慮した、評価のためのクライテリア

を作成する。

－これらの結果を次回 COP１０に報告する。

�バーゼル条約事務局に対して、IMO、ILO

と協調して、持続可能なシップリサイクル

に関するプログラムの開発作業を継続し、

その結果をOEWGに報告することを要請す

る。

本決定案は、CG終了後、COWおよび全体会議

（Plenary）に報告され、了承された。

３．総 括

今次会合では、事前にEUがEU域内で調整した
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１

決定修正案を提示したこともあり、CGにおける審

議の過程では特段の反対意見もなく合意に至り、

前回 COP８の際のような大きな混乱は無かった。

しかしながら、同決定では、IMOシップリサイ

クル新条約の管理・執行レベルの同等性評価を行

うための準備を行うこととされているため、次回

OEWGではその対応が必要となってくると思われ

る。特に、環境派NGOが同等性について否定的な

主張をしてくるのは間違いないため、それに対す

る対応が重要となってこよう。

なお、今後の予定としては、次回COP１０が３年

後の２０１１年に予定されており、それまでの間に開

催される OEWGは２００９年後半あるいは２０１０年前半

に開催されることが予想される。

（企画部：小松）

内外情報

欧州委員会 EU競争法ガイドライン（確定版）公表
―業界団体（“Trade Association”）での協議・情報交換の許容を明記―

欧州委員会は０８年７月１日、海運分野（定期船

・不定期船分野）にEU競争法を適用する際の指針と

なるガイドライン（確定版）を公表した。このガ

イドラインは、欧州連合（EU）が定期船同盟を EU

競争法の包括適用除外とする欧州理事会規則４０５６

�８６を０８年１０月１８日付で廃止すること、および０６年

１０月１８日より競争法手続法の適用範囲を不定期船

分野に拡大することを０６年１０月に決定したことを

受けて作成されたもので、０７年９月に欧州委がガ

イドライン案を公表し、関係者から同内容に対す

るコメントを募集した際、当協会は競争法上許容

される情報交換およびプール協定の基準をより明

確にすることなどを要望する内容のコメントを提

出していた。（詳細本誌２００７年１１月号Ｐ．１２参照）

今回公表されたガイドラインの内容は同案と比

較して大きな変更は見られないが、新たに業界団

体に関する項目が設けられ、同組織がカルテル協

議等に用いられない限り、他の業界と同様、協議

および情報交換を行なう場として利用することが

許容された。また、不定期船分野のタンカー・バ

ルクプール協定（以下「プール協定」）については、

一般的なプール協定の主な特徴として「joint sell-

ing」および「joint production（operation）」をあげ、

同協定が後者に重点を置く場合には競争法違反と

なる可能性は低いとの欧州委の見解が新たに示さ

れた。更に、競争法に抵触するプール協定が同法

適用除外となるための条件（８１条３項の４条件＊）

について、その記述が案文に比べ詳細となり、例

えば、当該プール協定が船腹利用率（capacity utili-

zation）の向上やスケールメリット（配船地域の拡

大）の達成に資する場合、８１条３項の条件�を満

たしうるとした。

ガイドライン全文は以下欧州委員会ホームペー

ジから入手可能。

http：��ec.europa.eu�comm�competition�antitrust

�legislation�maritime�guidelines_en.pdf

＊EC条約８１条３項
� 物品の生産�分配を改善するもの又は技術的�経
済的な発展を促進することに寄与するもの

� その結果、消費者に相応の便益を与えるもの

� これらの目的達成に不可欠でない制限を当該企業

に課さないもの

� 当該生産品のかなりの部分について競争を排除す

る可能性をそのような企業に対し与えないもの

（企画部：水島）
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メ ン バ ー 紹 介 

主要データ

会社概要

会 社 名 鶴見サンマリン株式会社

TSURUMI SUNMARINE CO., LTD.

本社所在地 〒１０５�０００３ 東京都港区西新橋１�４�７
（桜田ビル）

設 立 １９４７年８月２８日

資 本 金 ３億９，２００万円

従業員数 ２１７名（陸員：１１１名、船員：１０６名）

事業内容 ◇海上運送事業

船舶運航事業・海運仲立業

◇貨物利用運送事業（内航�外航）
◇外航船舶運航事業

外航不定期航路事業

◇全各号に附帯する一切の事業

航行区域 内航・近海・外航

主要航路 日本・ロシア・中国・韓国・台湾と東

南アジア域

主要貨物 石油製品

グループ会社 菱栄産業�、鶴洋商事�、鶴見サンマ
リンタンカー�、CRANE OCEAN�
SHIPPING PTE LTD

主要株主 新日本石油�、岩本 剛、島津正利、

あいおい損害保険�、コスモ石油�
（株主総数２３１名）

主要荷主 新日本石油�、コスモ石油�、コスモ
石油ガス�、エクソンモービル�、東
燃ゼネラル石油�、日本合成化学工業
�、九州石油�、三菱商事�、南明興
産�、住友商事�、双日�、カメイ�、
丸紅�、丸紅エネルギー�大東通商�、
伊藤忠商事�、三井物産�、�かんで
んエンジニアリング、PETRO DIA-

MOND JAPAN CORPORATION

取引金融機関 三井住友銀行、三菱東京UFJ銀行、三

菱UFJ信託銀行、みずほ銀行、山口銀

行、商工組合中央金庫、日本政策投資

銀行

No.12 鶴見サンマリン株式会社

▲ロゴマークとファンネルマーク

▲代表取締役社長 広岡兼次
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歴 史

１９４７年 東京・丸の内に「鶴見輸送株式会社」を

資本金１９５，０００円で設立

１９４９年 三菱石油�・日本石油�（現新日本石油
�）および大協石油�（現コスモ石油�）
の専属輸送業者となる横浜出張所（後の

横浜支店）開設

１９５０年 大阪出張所（現大阪支店）開設

１９５３年 初の社船建造、三宝丸５号（平水１７０�積）
外航部門へ進出

１９６１年 ケミカル輸送に進出

１９６２年 名古屋出張所（現名古屋営業所）開設

ゼネラル石油�（現東燃ゼネラル石油�）
と取引開始

１９６４年 アスファルト輸送へ進出

１９６６年 子会社・菱栄産業�設立
１９６８年 三菱商事�と取引開始
１９７７年 本社事務所を東京都港区西新橋の現在地

に移転

１９７９年 LPG輸送に進出

１９８２年 モービル石油�と取引開始
１９８３年 貨物船部門へ進出

１９８４年 子会社・鶴洋商事�設立
�東燃（現東燃ゼネラル石油�）と取引
開始

１９８８年 シンガポールに子会社「CRANE OCEAN�
SHIPPING PTE LTD」設立

シンガポール駐在員事務所開設

２０００年 �サンマリンと合併し商号を「鶴見サン
マリン株式会社」に変更

２００２年 横浜支店を廃止し、支店業務を菱栄産業

�へ移管
ファンネルマーク「Ｔ」を商標登録

室蘭駐在開設

２００３年 名古屋支店を名古屋営業所へ組織変更

震災リスク対策として大阪支店にバック

アップコンピュータを設置

水島駐在開設

下関駐在廃止

福岡駐在開設

２００４年 ISO９００１（品質）、１４００１（環境）の認証取得

役職員行動規範の制定

２００５年 シンガポール駐在員事務所廃止

２００７年 岩国駐在開設

仙台駐在開設

入会日＆所属地区

１９５５年５月１日（京浜地区船主会所属）

▲本社（桜田ビル）

所在地＆周辺案内

【最寄駅】
銀 座 線 虎ノ門駅より 徒歩５分
Ｊ Ｒ 新橋駅より 徒歩１０分

昭和５２年から本社が入居している桜田ビルは、

以前この地が櫻田町であったことに由来し、とて

も歴史深いものを感じます。
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近辺の名所案内その１

～日比谷公園：

「都市の公園」として計画、設計、

造成された、日本初の「洋風近代

式公園」が誕生し、平成１５年に開

園１００年となりました。文化の先駆

者として公園設計者の意気込みは、

大小の野外音楽堂や公会堂に見る

ことができます。これらの施設は

現在でも広く利用されています。

また桜の開花と共に当社社員が昼

食に出かけたり、都会の喧騒を忘

れさせてくれる所でもあります。

近辺の名所案内その２

～金刀比羅宮：

虎ノ門金刀比羅宮と称し、東国

名社の１つ。丸亀藩主が屋敷内に

讃岐金刀比羅大神を祀ったところ

参拝者でにぎわったといわれ、ま

た海の守り神として信仰されてい

ることからも海運会社にとっては

重要な所でもあります。

ホームページ紹介

http：��www.trsm.co.jp�

組織図

株 主 総 会 管 理 本 部 総務�人事グループ

経理�財務グループ監 査 役

取 締 役 会 石 油 第 一 グ ル ー プ

常 務 会 石 油 第 二 グ ル ー プ

石 油 第 三 グ ル ー プ
代表取締役専務

運 航 グ ル ー プ
代表取締役社長 営 業 本 部

企 画 グ ル ー プ

ガス�ケミカルグループ

室 蘭 駐 在外 航 グ ル ー プ

仙 台 駐 在マ リ ン セ ン タ ー

大 阪 支 店 横 浜 駐 在

名 古 屋 営 業 所 名 古 屋 駐 在

大 阪 駐 在

船舶安全本部 船 舶 グ ル ー プ 水 島 駐 在

安 全 管 理 グ ル ー プ 岩 国 駐 在

福 岡 駐 在
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ある社員の会社生活

�乗船研修奮闘記（入社２年目の総務社員）�
対象船�鶴宝丸（白油タンカー６，０００KL積）

�初乗船いざ出航！
初めての乗船研修、緊張感と高揚感高まる心を抑え

て本船の着桟を待った水島港。水島港は一つの桟橋に

内航船を二隻縦列に着桟させる難易度の高いバースで

あるとの現地の方の解説。船長の巧みな操船が光りま

す。その操船に見とれていると本船からサンドレット

が投げ込まれ、ちょうど目の前に到達。着桟作業中は

陸側も気を抜いてはいけないと反省をし、緩んだ気持

ちを再び引き締め船へと乗りこみます。

�海の関所・関門海峡！
早朝のワッチ作業の立会いに参加させてもらい、船

の交通量が多い関門海峡を通過。漁船や外航船が行き

交う交通量の多い危険な海域は船長も共にワッチ作業

に入ります。「橋下駄ステディ、sir�」操舵担当者の声
が響き渡るブリッジ。船長の指示に従い、正確に操舵

していきます。最初は何かの暗号にしか聞こえなかっ

た言葉が「橋下駄＝目標物、ステディ＝船角度はその

まま」だと船員の方に教えていただき、何だか乗組員

の一員に近づけた気がして、船室に戻って何度か繰り

返し「橋下駄ステディ」と唱えたのでした。

�船長はワッチの達人！
乗船二日目に船長と面談し、今まで船上生活で印象

に残っている事を尋ねたところ、千葉で仮バース中に

海で溺れている人を発見し人命救助を行ったという話

を聞き、また船で暮らすという事は肉体的にはもちろ

んの事、精神的にも大変な負担がかかる為、船長は乗

組員の健康にも注意しなければならないとのお言葉。

船上では行きかう船舶、船内では乗組員、はては陸上

では人命救助と、いついかなる時でもワッチを欠かさ

ない船長。（パイレーツ・オブ・カリビアンのジャック

・スパロウ船長に匹敵するぐらい素敵です。）

�揺れを体中感じて～船酔い
金沢での揚荷役後、室蘭に向けて空船で日本海を航

行中、初めての横揺れを体験。今までは縦揺れと機関

室の振動にさえ慣れるのに大変であったのに、空船で

船体の安定性が低下し、加えて時化による横揺れで、

立っているのも困難なほどの船酔いに陥ってしまった

乗船三日目（船酔い三日目）。この揺れは永遠に続くの

か……と諦めかけたその時、急速に本船の安定度が高

まり全く揺れなくなりました。「アンカーだ�」朦朧と
した意識の中、室蘭港外に投錨したことを悟り、鋼鉄

のシャックルにいたく感謝しながら眠りに就くのでし

た。

�荷役はチームプレー！
入港時は乗組員全員が起床して着桟作業の準備にあ

たり、船内が急に騒がしくなります。甲板・ブリッジ

同士で連絡を密に行い、また機関室でも作業をし、安

全荷役、安全航海という一つの目的の為に一丸となっ

て働いている姿を見ることができました。現場の方々

の絶え間ない努力で積荷が守られていることを深く感

謝すると共に、現場の方々に負けない気概を持って職

務にあたりたいと、触発された乗船体験でした。

（平成２０年度乗船研修体験記より抜粋）
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�乗船研修奮闘記（入社２年目の女性営業社員）�
対象船�第二日宝丸（白油タンカー５，０００KL積）

�乗船研修初日
天気に恵まれ、新日本石油精製�根岸製油所から第
ニ日宝丸に乗船。船陸間の歩み板で桟橋から船へ渡る

際、「これくらい、なんのその�負けへんで�」（大阪弁
バリバリ）と叫び無事船員さんと対面。早速、荷役を見

学させていただきました。本船はコンピューターでバ

ルブの開閉操作ができるので、制御室（COC）でのマ

ウスひとつで積み圧力を調整したりハッチの切り替え

がなされたり、バラスト水も積みと同時に少しずつ排

出し、船のバランスが保たれていることを知りました。

�出 航

ジョイスティックとバウスラスターを使いあっとい

う間に離桟。目指すは浦賀水道６番ブイ（水道始まり）。

浦賀水道内は東京湾から出航する船で混み合うため１２

ノットと速度制限がある中、他船との距離を確認しつ

つ１番ブイ（水道終わり）を目指す。外洋に出ると縦

揺れが急に激しくなり、そんな中、船で初めての夜を

むかえました。揺れる船内での眠りは浅く、大きな地

震を何度も体験しているような感じでした。

�金曜日の夜はカレー�
乗船前に「海上では曜日感覚が無くなるため、金曜

日の夜は必ずカレーがでる�」という話を知り、待ち
に待った金曜日、私の予想とは違い、結局８日間全て、

夕飯は日頃自炊しているものとは違い、豪華でボリュ

ームもあり大変美味しい物ばかりでした。「オムライス

・天丼・あんかけ焼きそば・マグロ・サーモンの刺身

等。」仕事が終わり、ビールを片手に船員さんとの雑談

タイム。晩ご飯時が一日の中で一番の楽しみになって

しまいました。

�ワッチ研修
「右に船がいる。」「あの船の動きがおかしいぞ�」私
はやっと双眼鏡で船を見つけられるだけなのに、キャ

プテンは肉眼で発見。レーダーでその船の動きを確認

し、本船の進路方向を細かく変え危険を回避。この時

ばかりはブリッチ内から笑い声がなくなります。また、

津軽海峡あたりでは、トビウオやイルカ・アザラシま

でも確認でき、ただただ自然界の生き物に感動するば

かりでした。

�非常事態に備え
救命用具着用訓練。船が転覆し海に放り出された時、

夜間でも他船に気づいてもらえるよう、懐中電灯と笛

が装備されています。また船で火事が起こった時、現

場に向かう防火服も着用しましたが５分以内に着用し

なければいけないところ、軽く１５分はオーバー。短足

の私はズボンの裾をおり（実際はそこから火が燃え移

ります。）長靴を履き手袋をはめ、酸素ボンベを背負っ

て、マスクをかぶって……「前が見えない�」「身動き
とれない�」等の悲鳴のオンパレード。
船員さんには笑われながら、「火事が起これば逃げる

のが優先�」と身を持って教えられました。

�コミュニケーションの大切さ
長い期間、年齢の幅をこえ四六時中一緒に生活する

船員さん達。一番大切にされているのは、コミュニケ

ーションをとること。「人が船を動かしている�」「ミ
スはコミュニケーション不足から生まれる。」等、陸上

の仕事とはまた違った大変重要なことを教えていただ

きました。今後、仕事をしていく中で学び得た知識は

もちろんのこと、船員さんとの繋がりを大切にスムー

ズな配船業務ができるよう、日々努力していきます。

（平成２０年度乗船研修体験記より抜粋）



「世界一周」という言葉から皆さんはどのような

イメージを思い浮かべるでしょうか。

「豪華」「冒険」「一生に一度」などなど想いは人

それぞれでしょうが、人々の心を捉えている言葉

であることは間違いないようです。インターネッ

トの検索サイトで「世界一周」を検索してみると

hit した件数は６，５９０，０００件にも上りました。

クルーズ客船を運航している当社でも１９９６年か

ら２００８年現在に至るまで年に１度の「世界一周ク

ルーズ」を続けられている背景には、こうした人

々の憧れや思い入れが大きく影響し、その結果事

業として成り立っているということだと思ってい

ます。

ちなみに当社の「世界一周クルーズ」のご参加

いただいたお客様の人数は延べ６３００名となってい

ます。ところが、この「世界一周旅行、実際にし

てきたわよ」という方はなかなか身近にはいらっ

しゃいません。この場を借りて私見も交えて「我

々の世界一周」の実現にむけて色々考えてみたい

と思います。

「世界一周とは？」

当然ながら舞台は地球上になるわけですが、赤

道上空をぐるぐる回っている人工衛星は世界一周

人工衛星とは呼ばれないわけでやはり地球の表面

上をなんらかの交通手段で回っていくというのが

世界一周の基本条件です。

では羽田から飛び立って、ぐるっと回り羽田ま

で無着陸はどうなのだということになりますが、

よほどの飛行機好き以外の方にとって、ただ疲れ

るだけで楽しくありませんのでこの場では対象に

するのはやめましょう。また北極点の周りをぐる

りと回るだけでも世界一周のような気がしますが、

これも寒いだけで、まして北極点に行くほうが世

界一周より大変そうですので割愛します。という

ことになると、「太平洋地域と大西洋地域の複数の

大陸をなんらかの交通手段で旅をする」というこ

とで大体世間の方が考えている世界一周というこ

とになろうかと思います。

「交通手段」

当社はクルーズ客船を運航していますので、当

然ながら「世界一周クルーズ」ということになり

ます。すなわち船。船には当然ながら客船以外に

も様々な船種がありますが貨物船で世界一周する

場合も不定期船ならあるようです。私と同じ課に

出来事から思うこと ～On the Promenade Deck vol.8

「世界一周症候群」

郵船クルーズ株式会社 運航部オペレーションチーム長

鈴木和伸
（１９９７年飛鳥に乗船、２０００年～２００６年
チーフパーサーとして世界一周クルー
ズなどに乗船。現在、陸上勤務中）
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勤務する航海士殿の話では「日本～アメリカ～パ

ナマ運河～スエズ運河～中東～シンガポール～日

本」と車を積んだり、降ろしたりしながら航海を

続けたそうです。ただし不定期船ですので行く先

々で次の行き先がわかるので、結果として世界一

周をしてきたというわけです。

また船乗りを育てる航海訓練所の練習船も世界

一周航海を続けていますが、航海術の習得が目的

ということで、４つ程の寄港地に立ち寄るだけだ

そうです。

飛行機ではどうでしょうか。最近は航空会社の

アライアンス化が進んでおり簡単に世界一周のチ

ケットを購入することができます。例えば日本航

空のHPを調べてみますと東京→香港→ヨハネスブ

ルグ→ヴィクトリアフォールズ→ロンドン→チュ

ーリヒ→マドリッド→ニューヨーク→シカゴ→ダ

ラス→サンパウロ→サンチアゴ→オークランド→

シドニー→ケアンズ→東京と６大陸を巡っても５０

万円程度です。これならぐっと現実的になるよう

な気がしませんか？

この旅程は６大陸を巡るサンプルコースですが

チケットは大陸の数によって価格が決まっている

程度で難しい規則は特にありませんから、我々の

ようなサラリーマンでも頑張れば

世界一周も夢ではない？ような気

がしませんか？

飛行機でぐるっと一周が一番所

要時間が短くすむと思いますが、

もう少しじっくりと時間をかけて

みたい方には、大陸間の移動には

飛行機を使い、それ以外は鉄道を

使う方法をお勧めします。

日本から極東のウラジオストク

に飛び、そこからシベリア鉄道で

一路モスクワへ。モスクワからド

イツ、フランス、スペインなどを

経由してポルトガルのロカ岬へ、

北米大陸はカナダのVIA 鉄道とアメリカのアムト

ラックで横断、ついでにオーストラリア大陸もグ

レート・サウザン・レイルウェイで横断できます。

少々お尻が痛くなりそうですが、それぞれ特徴

のある寝台車や食堂車も連結していますので、楽

しい鉄路の旅を続けられるでしょう。

「西周りで行くか東周りで行くか」

日本の標準時はGMT＋９ですから西側に向かっ

て進んでいくと時計を遅らせていくことになりま

す。船で世界一周をすると時々船内で「本日お休

みの前に時計を１時間遅らせてください」という

ご案内があります。西回りでしたら基本的にはず

っと時計を遅らせて最後に日付を１日飛ばして帳

尻を合わせますが、東回りはこの反対で、時計を

進めて最後に同じ日を２回繰り返します。（誕生日

が飛んでしまったお客様には「お客様は今年は歳

を重ねる必要はありません」という船長の証明書

をお渡しします。）

どちらが体に負担がすくないかは一目瞭然。西

回りのほうが睡眠時間を長く取れるのでお客様に

も乗組員にも体力的には優しいコースです。とい

うことで日本の客船は皆西回りのコースを採用し

▲飛鳥Ⅱ（at シドニー）
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ています。ただし１時間時計を戻すからといって

晩酌の時間を延ばしてばかりいると結局寝不足に

なってしまいますのでホドホドに……。

「最初に世界一周した人々」

初めて世界一周をした人として、歴史の教科書

ではマゼランということになっていますがこのペ

ージは世界史の授業ではありませんので、もう少

し身近なところを調べてみました。日本人最初の

団体観光旅行による世界一周としては、今からさ

かのぼること１００年前の明治４１年１月１日に朝日新

聞社が新聞紙上で募集した「世界一周会」という

団体旅行が最初のようです。

参加者は５４名で横浜港を船で出発、サンフラン

シスコから北米大陸を鉄路で横断、その後イギリ

スまで船で大西洋を横断してモスクワからシベリ

ア鉄道でウラジオストクへ最後は船で福井県の敦

賀港に到着するという９３日間の世界一周旅行でし

た。

同行したトーマス・クック社のコンダクターが

「５０余名のお客様が３ヶ月以上に亘る期間中、病

人も事故もなく、秩序ある同一行動がとれたこと

は全く民族性のしからしむ処で欧米人にも深い印

象を与えました」とコメントを残しています。「旅

の恥はかき捨て」などという言葉もありますが、

現代の旅人も是非見習いたい一面ですね。

「世界一周への誘い」

色々思いつくままに書いてみましたが少しは皆

様の参考になりましたでしょうか。「世界一周」は

お金と時間のある人の特権などと言わずに現役世

代でも十分実現可能と思うのですがいかがでしょ

うか？もちろん時間に余裕のある方は是非当社の

運航するクルーズ客船「飛鳥Ⅱ」での優雅な船旅

をお楽しみください。皆様のご乗船

をお待ちしております。

世界一周の最大の目的はやはりそ

の達成感にあるような気がします。

地球をぐるっと回った自分の航跡や

足跡は旅を達成した後に感じられる、

その旅行を完成させた方だけの特権

です。是非皆様もその達成感を感じ

てみてください。

ちなみに私は世界一周クルーズに

すでに９回乗船しています。もちろ

ん全て乗組員としてですが……。

“出来事から思うこと～On the Promenade Deck”は、客船に乗船し、船上で出会った人は、

普段接する機会のない世界の人でした…との設定で、業界外のその道の専門家に職務や出来事

を通して思ったこと、感じたことを自由にお話しいただき、異業種や異分野における見方や価

値観に触れるコーナーです。

▲飛鳥Ⅱ（at ベニス）
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「トン数標準税制・感謝の集い」を開催
当協会は外航オーナーズ協会と共同で、２００８年６月１３日、都内のホテルにおいて「トン数標準税

制・感謝の集い」を開催した。この集いは、当協会の宿願であったトン数標準税制（以下「トン数

税制」）を創設するための関連法案が成立したことを受け、国会議員、関係省庁、関係業界等トン数

税制の実現に向けてご支援・ご尽力いただいた方々をお招きして開催したもので、平成２０年度税制

改正においてトン数税制が導入される見通しとなったことを受けて２００８年１月に開催した「感謝の

集い」に続き、２回目の開催となった。

当日は冬柴鐵三国土交通大臣はじめ、与野党国会議員本人７８名、同代理７２名含め、国交省、内閣

官房、関係団体、当協会会員等関係者計約３５０名の参加を得、盛会裡に閉会した。
（総務部：石川）

▲前川弘幸当協会会長 ▲冬柴鐵三国土交通大臣

▲衛藤征士郎衆議院議員・海事立国推進議員連盟会長 ▲中馬弘毅衆議院議員・海事振興連盟会長

▲乾杯の音頭をとる高木義明衆議院議員 ▲会場風景
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２
〜
４
日

第１７回 ASF総会が中国海南島・ボアオにて開

催された。（Ｐ．８海運ニュース参照）

２
〜
６
日

IMO第１６回旗国小委員会（FSI）がロンドンに

て開催された。

９
〜
１１
日

第６回日・ASEAN次官級交通政策会合が東京

にて開催された。

１０
〜
１１
日

第１回日中海運政策フォーラムが東京にて開

催され、官民出席の下、海運市況・独禁法適

用除外制度・マラッカ・シンガポール海峡の

航行安全対策・温室効果ガス（GHG）排出削

減対策等について意見交換を行った。

１２
日
港湾から排出される温室効果ガスの削減を目

的にした研究会（座長：渡邉豊・東京海洋大

学教授）の第２回会合が開催され、港湾から

の CO２排出構造調査・排出量試算について中

間報告が行われた。

１３
日
第５回日・英海事政策対話が東京にて開催さ

れた。

１３
日
当協会は、「トン数標準税制・感謝の集い」を

東京にて開催した。（Ｐ．２９囲み記事参照）

１３
日
全日本海員組合の藤澤洋二組合長および当協

会前川弘幸会長による外航労使トップ会談が

開催され、２００５年６月１３日に労使合意した国

際船舶の日本人船・機長配乗要件の撤廃につ

いて、その速やかな実現に向け、各社と組合

支部との間で協議に入ることを確認した。

１８
日
当協会は、第６１回通常総会を開催した。

（Ｐ．１特別欄参照）

１９
日
第４回日・EU海事政策対話が東京にて開催さ

れた。

２０
日
温室効果ガス（GHG）排出規制に関する経済

的手法の検討を行う「環境規制問題検討会（座

長：杉山武彦・一橋大学学長）」の第１回会合

が開催された。

２３
日
交通政策審議会海事分科会関係者の懇談会が

開催された。

２３
〜
２７
日

IMO温室効果ガス（GHG）削減に関するMEPC

（海洋環境保護委員会）中間会合がノルウェ

ーのオスロにて開催された。

（Ｐ．７海運ニュース参照）

２３
〜
２７
日

国際油濁補償基金（IOPCF）第１３回臨時総会

等がロンドンにて開催された。

（Ｐ．１７海運ニュース参照）

２３
〜
２７
日

国連環境計画（UNEP）バーゼル条約第９回締

約国会議（COP９）がインドネシアのバリ島

にて開催された。（Ｐ．１９海運ニュース参照）

２４
日
交通政策審議会海事分科会（会長：馬田一・

前日本鉄鋼連盟会長）の第１６回会合が開催さ

れ、「AIS（船舶自動識別装置）の整備等を踏

まえた新たな船舶交通安全政策のあり方」に

ついての答申がまとめられた。

３０
〜
７
�
４
日

IMO第５４回航行安全小委員会（NAV）がロン

ドンにて開催された。

２２００００８８年年
66月月
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公布法令（６月）

� 海上運送法及び船員法の一部を改正する法律

（法律第５３号、平成２０年６月６日公布、公布

の日から起算して三月を超えない範囲内にお

いて政令で定める日から施行）

� 港湾法の一部を改正する法律（法律第６６号、

平成２０年６月１３日公布、施行）

� 港湾法施行規則の一部を改正する省令（国土

交通省令第４２号、平成２０年６月１３日公布、施

行）

� 無線機器型式検定規則の一部を改正する省令

（総務省令第７６号、平成２０年６月１９日公布、

平成２０年７月１日施行）

� 危険物船舶運送及び貯蔵規則の一部を改正す

る省令（国土交通省令第４６号、平成２０年６月

２３日公布、平成２０年７月１日施行）

� 船舶救命設備規則及び船舶防火構造規則の一

部を改正する省令（国土交通省令第５３号、平

成２０年６月３０）日公布、平成２０年７月１日施

行）

� 船員の最低賃金に関する省令の一部を改正す

る省令（国土交通省令第５５号、平成２０年６月

３０日公布、平成２０年７月１日施行）
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１．わが国貿易額の推移 （単位：１０億円）

年 月 輸 出
（FOB）

輸 入
（CIF） 入�▲出超

前年比・前年同期比（％）

輸 出 輸 入

１９９０
１９９５
２０００
２００３
２００４
２００５
２００６

２００７年６月
７
８
９
１０
１１
１２

２００８年１月
２
３
４
５

４１，４５７
４１，５３０
５１，６５４
５４，５４８
６１，１７０
６５，６６２
７５，２５６

７，２８４
７，０６３
７，０２８
７，２７０
７，５０７
７，２６８
７，４３６
６，４０８
６，９７５
７，６８２
６，８９１
６，８０９

３３，８５５
３１，５４８
４０，９３８
４４，３６２
４２，２１７
５６，３８１
６７，１６４

６，０６４
６，４０２
６，２９５
５，６３６
６，５０４
６，４８０
６，５６１
６，４９８
６，０１２
６，５７３
６，４１６
６，４４６

７，６０１
９，９８２
１０，７１５
１０，１８６
１１，９５３
８，７８２
８，０９２

１，２２０
６６１
７３４

１，６３４
１，００２
７８８
８７４

▲ ８９
９６３

１，１０８
４７５
３６２

９．６
２．６
８．６
４．７
１２．１
７．３
１４．６

１６．２
１１．８
１４．５
６．５
１３．８
９．６
６．９
７．７
８．７
２．３
３．９
３．７

１６．８
１２．３
１６．１
５．１
１０．９
１５．６
１６．１

１０．８
１７．１
５．８

▲３．２
８．７
１３．３
１２．２
９．２
１０．２
１１．２
１２．０
４．４

（注） 財務省貿易統計による。

２．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年 月 年間）平均月間 最高値 最安値

１９９０
１９９５
２０００
２００３
２００４
２００５
２００６
２００７

２００７年７月
８
９
１０
１１
１２

２００８年１月
２
３
４
５
６

１４４．８１
９４．０６
１０７．７７
１１５．９０
１０８．１７
１１０．１６
１１６．３０
１１７．７９

１２１．５９
１１６．７２
１１５．０２
１１５．７４
１１１．２６
１１２．６７
１０７．６６
１０７．８１
１００．７９
１０２．４５
１０４．１４
１０６．９０

１２４．３０
８０．３０
１０２．５０
１０７．０３
１０２．２０
１０２．１５
１０９．５０
１０８．２５

１１８．５２
１１２．４０
１１３．２０
１１３．８０
１０８．２５
１１０．２０
１０５．９０
１０４．７３
９７．００
９９．８３
１０２．８５
１０４．２５

１６０．１０
１０４．２５
１１４．９０
１２０．８１
１１４．４０
１２１．３５
１１９．５１
１２３．９５

１２３．６３
１１９．６８
１１５．９８
１１７．６８
１１５．３３
１１８．９５
１１０．０５
１０８．２２
１０３．７８
１０４．７０
１０５．６６
１０８．２５

３．不定期船自由市場の成約状況 （単位：千M�T）

区分

年次

航 海 用 船
定 期 用 船

合 計 連続航海 シングル
航 海

（品 目 別 内 訳）

石 炭 穀 物 砂 糖 鉱 石 スクラップ 肥 料 その他 Trip Period

２００２
２００３
２００４
２００５
２００６
２００７

２００７ １０
１１
１２

２００８ １
２
３
４
５
６

１３２，２６９
９９，６５５
８３，３９８
７６，８４７
８４，５１５
７３，０４５

２，６８２
８，６９２
４，９９４
１０，１１９
５，８３１
５．９３２
９，７９５
６，１２２
７，６１９

９７８
１，３２０
２，４１４
２，１４５
６４４
２７０

０
２００
０

３２０
０
０
０
０
０

１３１，２９１
９８，３３５
８０，９８４
７４，７０２
８３，８７１
７２，７７５

２，６８２
８，４９２
４，９９４
９，７９９
５，８３１
５．９３２
９，７９５
６，１２２
７，６１９

４３，４０６
３０，７２２
３１，８７５
２８，５６６
２２，８３２
２０，４０１

５５７
２，５６７
１，４３２
２，７８２
８８０

１，５１１
２，７１７
１，１６５
１，２６５

１５，１８２
６，０９７
５，６２１
３，７６０
３，９６９
２，３９５

４３５
２４７
２３７
１６４
８８
１０８
８４
９４
１３８

５，８５３
３，６５７
７００
１６２
２９３
４４

０
０
０
２５
０
０
０
０
０

６５，１０５
５７，００１
４１，３９４
４１，５５２
５６，４８２
４９，７７９

１，６５３
５，６７８
３，２６０
６，８２８
４，８６２
４，３１０
６，９６４
４，８３０
６，２１５

４４２
２４８
５９６
２４７
７３
０

０
０
０
０
０
０
０
１９
０

１，０５４
４３８
６９０
３３１
２８２
１５６

３６
１
６５
０
０
０
３０
０
１

２４９
１７２
１０８
８６
０
０

０
０
０
０
０
３
０
１４
０

１８４，８９０
２０８，６９０
２５０，３８６
２８９，２１６
３３６，４９４
２９５，３９８

２１，１３５
３１，３９５
２３，２０８
２８，２６５
２４，９３９
２４，７１４
３４，３７１
２３，１６０
３１，０９５

５０，４７４
８１，７２１
５９，９０６
５３，２３４
１０９，２０３
１３９，９９５

１１，４５０
９，９８１
５，９２３
７，９８９
８，６０５
６，６８７
１３，３０１
１０，５３５
１０，６９０

（注） �マリタイム�リサーチ社資料による。 �品目別はシングルものの合計。 �年別は暦年。

海運統計
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鉄鉱石 
（ブラジル/中国） 

４．原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�欧米）

月次
ペルシャ湾�日本 ペルシャ湾�欧米

２００６ ２００７ ２００８ ２００６ ２００７ ２００８
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１８０．００ ８０．００
１５０．００１００．００
１０６．５０ ６６．５０
６８．００ ５０．００
７７．５０ ６７．５０
１３０．００ ８２．００

１３０．００ ９１．００
１３０．００ ９０．００
１１５．００１０５．００
７１．００ ６７．５０
７２．５０ ６０．００
６５．００ ５１．２５

７５．００ ４７．５０
６５．００ ４５．００
９０．００ ６５．００
５０．００

８８．５０ ６２．５０
７０．００ ６３．７５

６７．５０ ５６．００
６６．７５ ５６．００
５７．５０ ５２．５０
６６．００ ５１．２５
８９．７５ ５７．５０
２２５．００１７５．００

１１４．００ ８５．００
１１０．００ ８９．００
１３５．００ ９２．５０
１２９．２５ ８５．００
２１２．５０１４０．００

１２０．００ ７５．００
１２５．００ ８５．００
９５．００ ５７．５０
６７．５０ ５５．００
８５．００ ５５．００
９７．５０ ７０．００

１０２．５０ ８０．００
１００．００ ８５．００
１０７．５０ ８５．００
８９．５０ ６５．００
７０．００ ６０．００
６０．００ ４８．２５

５７．５０ ４５．００
５９．００ ４７．５０
８０．００ ５４．００
５５．００ ４０．００
７２．５０ ６０．００
７０．００ ５０．００

５０．００ ４２．５０
４７．５０ ４５．００
５０．００ ４０．００
５２．５０ ４０．００
１２０．００ ４５．００
２０７．００１１０．００

１８０．００ ７４．００
１００．００ ８０．００
９９．００ ７５．００
１１７．５０ ６７．５０
１６０．００１１５．００

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �単位はワールドスケールレート。 �いずれも２０万D�W以上の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�西欧） 石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧）

５．石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
オーストラリア�西欧（石炭） ブラジル�中国（鉄鉱石） ブラジル�西欧（鉄鉱石）
２００７ ２００８ ２００７ ２００８ ２００７ ２００８

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

２６．５０
―

３１．８０ ３０．５０
―
―

２７．７５

―
５０．００
―
―

６４．００ ５８．００
―

―
５１．００

４９．００ ４２．００
―
―

３８．００ ２６．５０
４０．２５ ３８．００
４８．３０ ３９．００
５２．００ ４４．００
５５．００ ５１．００
５４．００ ４０．７５

５３．５０ ２７．５０
６６．００ ５９．５０
７５．００ ６６．００
８８．００ ２０．８０
９８．８８ ８５．００
９２．００ ８２．５０

８０．００ ４９．００
７１．００ ５５．００
７４．５０ ６２．５０
８４．００ ７１．００
１０８．００ ９３．５０

２１．５０ １６．７５
２４．７５ ２４．５０

―
２９．２５

３１．００ ２７．３０
２９．１０ ２８．６０

３０．００ ２４．１０
３２．８０ ２８．００

３０．１０
４７．５０ ４６．５０
５４．００ ４４．００

４０．００

３２．００ １９．００
２４．５０
３０．３５
３８．００

５７．００ ４７．５０

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれもケープサイズ（１４万D�W以上）の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。
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3.5万以上 
5万未満 

5万以上 
8.5万未満 

8.5万以上 

2万以上 
3.5未満 

総合指数 

タンカー運賃指数 用船料指数

６．タンカー運賃指数

月次
タ ン カ ー 運 賃 指 数

２００６ ２００７ ２００８
VLCC 中 型 小 型 Ｈ・Ｄ Ｈ・Ｃ VLCC Suez Afra Handy Clean VLCC Suez Afra Handy Clean

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１１２
１１６
８６
６３
７９
１００

１１４
１１４
１０９
８７
７４
６６

１６３
１６８
１２７
１０８
１３２
１３８

１４８
１７１
１３９
１４７
１１８
１３６

１９３
１７６
１６３
１３３
１５８
１４９

１７３
１７０
１４０
１９０
１３３
１８９

３１４
２６７
２０４
２０８
２１７
２２５

２３２
２３１
２１２
２１３
１９９
２１０

３４２
２８２
２２５
２１３
２４１
２３３

２７１
２６６
２３４
２１７
１９４
２５１

６３
６５
８１
６３
７９
６３

５９
５２
５１
５７
７２
２０１

１２４
１１６
１１２
１２２
１０８
１１０

９１
８５
７７
１０４
１２６
２３２

１８７
１５９
１４５
１４５
１６１
１１３

１２８
９７
１０２
１３４
１４８
２１４

２０９
２３７
２２０
２２９
２３５
２１１

２１６
１８５
１７０
１８０
２０５
２７９

２１９
２２６
２８２
２６４
２４４
２４２

２０８
１７４
１５８
１７０
１９８
２３９

１１２
９７
１０８
１１０

１２４
１１９
１５６
１８７

１７８
１４１
１７５
２１７

２０５
１８２
２０２
２３９

２１５
１９５
１９７
２３４

平均 １００．３ １５７．３ １８３．１ ２７０．６ ２８６．９ ９３．３ １４１．３ １６３．９ ２２７．７ ２４７．４
（注） �「Lloyd's Shipping Economist」による。�タンカー運賃はワールドスケールレート。�タンカー運賃指数の５区分につい

ては、以下のとおり（～２００３）◯イVLCC�１５万トン以上 ◯ロ中型�７万～１５万トン ◯ハ小型�３万～７万トン ◯ニH�D＝ハンディ�ダ
ーティ�３万５０００トン未満 ◯ホH�C＝ハンディ�クリーン�全船型。（２００４～）◯イVLCC�２０万トン以上 ◯ロSuez�１２～２０万トン
◯ハAfra�７～１２万トン ◯ニHandy�２．５～７万トン ◯ホClean�全船型

７．貨物船定期用船料指数

月次
２００５ ２００６ ２００７ ２００８

総合指数 BDI 総合指数 BDI 総合指数 BDI １．２万～
２万

２万～
３．５万

３．５万～
５万

５万～
８．５万 ８．５万～ 総合指数 BDI

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

６７７
７１５
５６５
６２４
５５２
４１２

３４２
２８５
３５２
３９１
３７６
３３２

４，４７１
４，５１１
４，６８５
４，８１０
３，７３７
２，５８６

２，３０７
２，１６９
２，９４９
２，９４９
２，９９１
２，６２４

２９４
２９２
３２１
３２５
３０４
３５９

４２１
４７５
５１８
５２２
４９３
５９４

２，２６３
２，３２８
２，４９３
２，４９５
２，４９５
２，７３９

３，１９１
３，６７２
４，２０７
４，０５３
４，１２１
４，３１８

６３２
５７７
６４４
７０７
７１２
７５９

８７５
９２０

１，０７８
１，０４４
１，２８０
１，２５１

４，７６２
４，３６６
５，１７２
５，７８２
６，５２１
５，６７２

６，６０１
７，２８９
８，６１９
１０，９４４
１０，６４７
９，８４８

０
０

１，４７０
０

９６０
７７２
８５１
９５９

９６２
８２８

１，０３２
９８７

１，１３４
１，１５８
１，３８９
１，２９６

１，１３４
１，１００
１，３４３
１，３０５

１，０１８
９０８

１，２２１
１，０８０

５，７８０
７，１８７
７，６１９
８，５５０
１１，７７１

出所：「Lloyd's Shipping Economist」
（注） �船型区分は重量トンによる。 �用船料指数は１９８５年＝１００。 �BDI（Baltic Dry Index）は月央値。
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係船船腹

８．係船船腹量の推移

月次
２００６ ２００７ ２００８

貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タンカー
隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１４６
１４６
１４６
１４７
１４４
１５０

１４９
１５２
１５１
１５２
１５０
１５１

７０８
６９２
６７１
６８５
６８３
６８９

６９４
６５０
６４７
６４９
６２３
６２３

７５５
７５０
７４２
７６４
７９４
７９６

８１７
６８０
６７８
６８２
６８９
６４０

３４
３３
３２
３２
３２
３４

３２
３２
３２
３２
３４
３４

１２８
１３０
１２８
１２８
１２８
２０３

１０２
１０２
１０２
１０２
１３５
１３５

１７１
１７２
１７０
１７０
１７０
２２７

１５１
１５１
１５１
１５１
２０５
２０５

１５１
１５２
１５８
１５４
１５１
１５１

１４９
１４６
１５３
１７７
１８８
１８７

６２３
６４２
６７７
６４４
６１０
６０６

６０３
５９３
６５０
７７１
８０１
８７１

６４０
６４２
６７２
６２５
６０２
６００

５９５
５８１
６６５
８１２
７８２
７４５

３４
３４
３４
３４
３４
３５

３５
３３
３３
３８
３７
３６

１３５
１３５
１２５
１２６
１２６
１２８

１２８
１０４
１０４
１１４
１１０
１０９

２０５
１８９
１８９
１９０
１９０
１９１

１９１
１５０
１５０
１６５
１６０
１５８

１８３
１７９
１７６
１７３
１７２
１６７

８７３
７４９
７１０
７１４
６６８
６１４

７０９
６８０
６９９
６９７
６８７
６４４

３６
３５
３３
３３
３５
３８

１０９
１０８
１０４
１０４
１０５
１０３

１５８
１５７
１５０
１５０
１５３
１４８

（注） インフォーマ発行のロイズ�インアクティブベッセルズによる。
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去る６月１８日の定例総会も無事終了し、船協も
新たな事業年度のスタートを切ることとなりまし
た。新しい事業年度の目玉の一つとして掲げられ
たのは人材確保プロジェクト。内外航を問わず顕
在化しつつある海上従業員の不足状況を打開しよ
うという試みです。
本プロジェクトの事務局を仰せつかることとな

り、温故知新とばかりに過去の船協の同様の事業
を調べてみたところ、本当にいろいろな事業をや
っていたことが判明しました。小学校や中学校の
生徒を対象とした PR活動、それを教える先生への
啓蒙活動や大掛かりなドラマ仕立ての情宣ビデオ
の作成、更にはミニクルーズの実施等々、今更な
がら先輩たちの活動の幅の広さに感服した次第で
す。
しかしながら、その成果はどのようなものだっ

たのでしょうか。外航に従事する日本人海技者の
減少はとどまるところを知らず、内航への新たな
就職も細るばかりの状況です。また、商船系大学
・商船高専や海員学校を始めとする船員養成教育
機関への志願者もその数のみならずその質の低下
が関係者の頭を悩まし続けています。これだけの
ことをやってきたのに…！ それでは今度のプロ
ジェクトはどうすれば良いのか？ という思いに
囚われてしまいそうになりました。
そんな矢先、うれしい発見がありました。私の

下に船社から来て働いてくれている海技者の諸君
に船員志望の動機を聞いたところ、中のひとりの
Ａ君の動機は小学校の頃の船の一般公開での経験
とのこと。その船の名前を聞いてびっくり。何と
私が新入社員のころ配船していたケープサイズバ
ルカーでした。確かに、Ａ君の故郷に近いミルポ
ートで一般公開をした覚えがあります。ただし、
船社の発意ではなく、荷主の要請によるものでし
たけれど。
若い世代を引きつけるとは、こんなものなのか

も知れません。第一に結果が現れるまで時間がか
かること。第二に多くの結果を期待できないもの
であること（一般公開でみんなＡ君と同じ感慨を
持ってくれたら苦労はありません）。そして、何が
奏功するか分からないものであること（その当時
荷主はおろか船社にも船員志望者を増やすために
一般公開をするとの意識はなかったと思います）。
やはり、幅の広い取り組みを息長く行っていく必
要があるのでしょう。
そんなことを考えているうちに、私に船社復帰

の辞令が出てしまいました。３年間お世話になり
ました。そして、人材確保プロジェクトとその事
務局を仰せつかる後任者へのご支援をどうぞよろ
しくお願いします。
日本船主協会 前海務部労政担当リーダー

山脇 俊介（６月２３日付で会社復帰）

編集委員名簿
第一中央汽船 総務グループ次長 裏 啓史
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編 集 後 記
自宅の最寄駅から、先月開通の「地下鉄副都心線」

が利用可能になりました。新宿・渋谷へ出ることが

容易くなり便利になる一方で、気になることも。例

えば、駅のホームで行先により乗る人の雰囲気が違

ったり、街にワカモノや集合住宅が増えた等。良い

面、悪い面は時間の経過につれ現れて来るのでしょ

うが、路線の開通が街の変化を生み出していること

は確かです。

弊会の場合、新年度は４月から始まるも予算の関

係もあって何かと動きが活発化してくるのが６月の

総会後。弊誌は現在誌面刷新を検討中。今後にご期

待ください。 （MN）
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